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第１章　　　総　則

（目　的）

第　１条　この規定は、社会福祉法人サロベツ福祉会（以下「法人」という）及び法人が設置する施設の運営管理に必要な組織機構及び処務に関する事項を定め、法人業務の円滑な運営を図ることを目的とする。

（施設の定義）

第　２条　この規定で施設とは、次に掲げるとおりとする。

　　　２　多機能型障害福祉サービス事業所　「サロベツ　マイハート」

（施設長）

第　３条　施設の運営管理にあたらせるため施設長を置く。

　　　２　施設長は、社会福祉法第６１条に定めるところの管理者とし、同法第６０条に規定する基準の維持・管理並びに運営に当たる。

第２章　　　組織・機構

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１款　　　法人本部

（本部の設置）

第　４条　法人業務を統括処理するために法人本部（以下「本部」という。）を設置する。

　　　２　本部に事務局を置く。

（所掌事務）

第　５条　本部の所掌は次のとおりとする。

　　　１．庶務

　　　　　（１）　法人の組織並びに管理事務に関すること

　　　　　（２）　役員並びに職員の人事管理事務に関すること

（3） 理事会その他諸会議に関すること

（4） 定款及び諸規定に関すること

（5） 事業計画及び事業報告に関すること

（6） 文書の収発に関すること
（7） 寄附採納に関すること

（8） その他理事長が必要と認めた事項

　　　２．企画調整

（1） 法人業務の総合企画調整に関すること

　　　３．経理

（1） 法人の財務並びに総合経理事務に関すること

（2） 予算及び決算に関すること

（3） 補助金その他の資金に関すること

　　　４．管理

（1） 財産の維持管理に関すること

（事務局の構成）

第　６条　事務局には事務職員を置く。

２　事務職員は理事長が指名する職員をもって充てる。

第２款　　　施　　　設
　　　　　　　　　
第１節　組織及び職制

（施設の組織）

第　７条　次に掲げる施設の運営管理に必要な組織として、次の部門を置く。

　　　　　（１）　事務部門

　　　　　（２）　指導部門

（職制及びその職務）

第　８条　（１）　施設運営管理上必要と認めた場合は、主任を置くことができる。

　　　　　（２）　職の職務は次のとおりとする。

	職
	職　　　　　　務

	施　設　長
	上司の命を受け、業務を処理し、掌理する。

	主　　　任
	上司の命を受け、担当の業務を処理する。

	生活指導員

（職業指導員）

事　務　員
	上司の命を受け、生活（作業）援助担当の業務に従事する。

上司の命を受け、庶務・会計担当の業務に従事する。

	


（分掌事項及び職務分担）

第　９条　施設の分掌事項は次のとおりとする。

　　（１）事務部門

　　　　　（１）　施設業務の総合企画、調整、運営管理に関すること。

　（２）　施設の予算、決算に関すること。

　　　　　（３）　施設の会計、経理事務に関すること。

　　　　　（４）　施設職員等の人事、労務管理に関すること。

　　　　　（５）　施設職員等の福利厚生に関すること。

（６）　文書管理に関すること。

　　　　　（７）　施設の保守管理業務に関すること。

　　　　　（８）　施設の車両に属する保守管理に関すること。

　　　　　（９）　施設の環境整備、防災等に関すること。

　　　　　（１０）他係の主管に属さないこと。

　　（２）指導部門

　　　　　（１）　利用者援助に属する総合企画、調整に関すること。

　　　　　（２）　利用者の生活全般に関すること。

（3） 利用者の作業全般に関すること。

　

（理事長の決裁事項）

第１０条　法人又は施設に関する重要又は異例な事項については、理事長の決裁を受けなければならない。

　　　２　前項に規定する事項を例示するとおおむね次のとおりである。

　　　　　（１）　運営の基本方針

　　　　　（２）　事業の実施方針に関すること

　　　　　（３）　理事会の招集、提案事項に関すること

　　　　　（４）　規則等の制定及び改廃に関すること

　　　　　（５）　役付職員の任命に関すること

　　　　　（６）　職員の任免に関すること

　　　　　（７）　職員の分限及び懲戒に関すること

（施設長の専決事項）

第１１条　社会福祉関係法令等により、理事長の権限に係わる事項を除き、日常軽易な事務処理について専決することができる。

（会計責任者の専決事項）

第１２条　次に掲げる事項以外の事項について、第６条に定める会計責任者が専決することができる。ただし、重要又は異例に属するものについては、この限りではない。

　　　　　（１）　１件１０万円以上の財産の取得又は処分に関すること。

　　　　　（２）　１件１０万円以上の工事、物件及び労力の請負又は供給に関すること。

　　　
２　前項にかかわらず、理事長があらかじめ承認した報酬、給与等、各種保険料、賃金、人件費に係る各種負担金、その他義務的経常的な経費については除くものとする。

（代決権者及び代決の順序）

第１３条　代決を行うことができる者及び代決の順序は次のとおりとする。

	決　議　事　項
	代行をすることが

できるもの

	
	決裁権者不在のとき
	左欄の者も不在のとき

	理事長の決裁事項

施設長の決裁事項


	施　設　長

主　　　任
	

	会計責任者の決裁事項


	出　納　責　任　者　
	


　　　２　前項の規定により、代決したものは当該決定に係わる文書をすみやかに上司の閲覧に供さなければならない。

（施設長の職務代理者）

第１４条　施設長に事故があるとき、又は施設長が欠けるときは、理事長が指名する職員がその職務を代行する。

附　　　則

　１．この規定は、平成１４年１０月１日より施行する。

　　　　　　２．この規定は、平成１７年４月１日より施行する。

　　　　　　３．この規定は、平成２３年４月１日より施行する。
－５－

